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うか、デジタル化はまだ進んでいないということがご
ざいます。
ただ、リモートということはあまり気にしないで済

むような動きになっていますので、3番目に書いてあ
る「対面チャネル」をどうするか、または「ペーパーレ
ス化」をどうするかといったお話がございます。特に
対面チャネルは、地方銀行をはじめとした地域金融
機関にとって非常に重要なチャネルで、これは今後、
量的には減るかもしれませんが、質的には非常に上
がっていくような話になってきます。
一部にはインサイドセールスのツールを使いまし

て、ふだんのコミュニケーションはネットワーク経由、
デジタルで法人のお客様とやりとりしておく。ある程
度ネゴシエーションした結果として契約に至るような
場面では、実際に訪問して対面でビジネスをまとめて
いくという、営業効率を上げるという意味合いで、対
面チャネルとDXの組合せといったようなことは大分
出てきています。
「キャッシュレス化」も、実際、進んでいるように見
えます。これについては後ほどちょっと御紹介申し上
げます。
ただ、皆様方のお取引先である企業は、米中の対

立というようなことも併せ持ちまして、「グローバル・
サプライチェーン」がだいぶ変わっています。ですか
ら、結果として、韓国と中国から現地拠点を引き揚
げてベトナム、インドネシア等に移るという動きがか
なり加速されていますので、その点については各金
融機関さんとしては対応せざるを得ないだろうなとい
う感じがしています。
ポストコロナということから考えますと、よく言われ

るのは、IoT化がさらに進むとかいろいろな問題があ
りますけれども、「地方拠点」というものを各企業は相
当意識強化する動きになってきています。テレビにあ
りますような観光地、またはリゾート地にオフィスを
構えるというケースはちょっと業種によるだろうと思い
ますけれども、そういう動きで、地方にとってはある
意味プラスのメリットが出てくる。
または東京ベース、大阪ベースのような大企業の
方々にとっても、オフィスというものがそれほど必要
なくなってくるということからしますと、いわゆる金融
機関でいう物件費に相当しますが、不動産賃貸料等
の費用が 3～ 4割減ってくる。
これがどうやって DXのほうに展開していくのかと
いう話になってくると思いますが、一つ問題は、この
コロナの影響で、中小企業、特に零細企業はかなり
の件数で消えていく。実際に、高齢化した経営者の

島田でございます。
本日はよろしくお願いいたします。
ただいまから、お手元の資料の「銀行 DX戦略の

表と裏」という、ちょっと変わったテーマで、前半、後半、
それぞれ 30～ 40分ずつお話をさせていただきます。
私は、この 3月末をもちまして、ちょうど金融 IT50

年という節目を迎えます。第 2次オンラインの最初の
頃から今日に至るまで、金融業界の ITはずっと見て
きております。その間、数多くの金融機関、及び金
融関係の行政当局とのお付き合いもいろいろござい
ますので、その関係からマスコミの方々ともいろんな
情報交換をしております。今日はいわゆるメディアに
載らないようなお話を中心に、前半・後半に分けて
お話をさせていただきたいと思います。
それでは開始いたします。

1.金融機関の経営環境の変化とDX

1-1）ポストコロナ経済と金融 DX

お手元の資料ですけれども、前半が金融機関の経
営環境とデジタライゼーションについての動き、全般
的なお話。あと行政の話が中心になると思いますけ
れども、それについて御説明し、後半は、現状のシ
ステム等を踏まえながら金融機関が今度どうやって
DX化に向けていくか、といった将来構想のようなお
話をさせていただきます。
まず、現在、コロナということで、皆様方は非常に
不自由な業務態勢をお取りになっているかと思います
けれども、そのコロナの影響という、いわゆるウィズ
コロナ、ポストコロナですけれども、ポストコロナに
ついてもずいぶんいろいろディスカッションをしてい
ます。その中では当然、ネット取引――これはインター
ネットバンキング等の登録率及び利用率が 10％、
20％上がっております。
皆様方の金融機関内部でもテレワークということを

いろいろと進めていらっしゃいます。大手金融機関さ
んの場合――銀行に限りません。むしろ証券とか保
険会社のほうが進んでいるかもしれませんが、テレ
ワークが進んでいます。残念ながら、信用金庫さん
が少し後れを取っているようで、その点、信用組合は、
全国 140～ 150の会員信組が、理事長さんを含めて、
全国信用協同組合連合会等との会議を頻繁に行って
おります。ただ、残念ながら、信用組合の内部はま
だまだそれほど進んでいない。ましてや、取引先で
ある中小企業との関係も、テレワーク化と言いましょ
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うか、デジタル化はまだ進んでいないということがご
ざいます。
ただ、リモートということはあまり気にしないで済

むような動きになっていますので、 番目に書いてあ
る「対面チャネル」をどうするか、または「ペーパーレ
ス化」をどうするかといったお話がございます。特に
対面チャネルは、地方銀行をはじめとした地域金融
機関にとって非常に重要なチャネルで、これは今後、
量的には減るかもしれませんが、質的には非常に上
がっていくような話になってきます。
一部にはインサイドセールスのツールを使いまし

て、ふだんのコミュニケーションはネットワーク経由、
デジタルで法人のお客様とやりとりしておく。ある程
度ネゴシエーションした結果として契約に至るような
場面では、実際に訪問して対面でビジネスをまとめて
いくという、営業効率を上げるという意味合いで、対
面チャネルと の組合せといったようなことは大分
出てきています。
「キャッシュレス化」も、実際、進んでいるように見
えます。これについては後ほどちょっと御紹介申し上
げます。
ただ、皆様方のお取引先である企業は、米中の対

立というようなことも併せ持ちまして、「グローバル・
サプライチェーン」がだいぶ変わっています。ですか
ら、結果として、韓国と中国から現地拠点を引き揚
げてベトナム、インドネシア等に移るという動きがか
なり加速されていますので、その点については各金
融機関さんとしては対応せざるを得ないだろうなとい
う感じがしています。
ポストコロナということから考えますと、よく言われ

るのは、 化がさらに進むとかいろいろな問題があ
りますけれども、「地方拠点」というものを各企業は相
当意識強化する動きになってきています。テレビにあ
りますような観光地、またはリゾート地にオフィスを
構えるというケースはちょっと業種によるだろうと思い
ますけれども、そういう動きで、地方にとってはある
意味プラスのメリットが出てくる。
または東京ベース、大阪ベースのような大企業の
方々にとっても、オフィスというものがそれほど必要
なくなってくるということからしますと、いわゆる金融
機関でいう物件費に相当しますが、不動産賃貸料等
の費用が ～ 割減ってくる。
これがどうやって のほうに展開していくのかと
いう話になってくると思いますが、一つ問題は、この
コロナの影響で、中小企業、特に零細企業はかなり
の件数で消えていく。実際に、高齢化した経営者の

島田でございます。
本日はよろしくお願いいたします。
ただいまから、お手元の資料の「銀行 戦略の

表と裏」という、ちょっと変わったテーマで、前半、後半、
それぞれ ～ 分ずつお話をさせていただきます。
私は、この 月末をもちまして、ちょうど金融
年という節目を迎えます。第 次オンラインの最初の
頃から今日に至るまで、金融業界の はずっと見て
きております。その間、数多くの金融機関、及び金
融関係の行政当局とのお付き合いもいろいろござい
ますので、その関係からマスコミの方々ともいろんな
情報交換をしております。今日はいわゆるメディアに
載らないようなお話を中心に、前半・後半に分けて
お話をさせていただきたいと思います。
それでは開始いたします。

金融機関の経営環境の変化と
）ポストコロナ経済と金融

お手元の資料ですけれども、前半が金融機関の経
営環境とデジタライゼーションについての動き、全般
的なお話。あと行政の話が中心になると思いますけ
れども、それについて御説明し、後半は、現状のシ
ステム等を踏まえながら金融機関が今度どうやって
化に向けていくか、といった将来構想のようなお

話をさせていただきます。
まず、現在、コロナということで、皆様方は非常に
不自由な業務態勢をお取りになっているかと思います
けれども、そのコロナの影響という、いわゆるウィズ
コロナ、ポストコロナですけれども、ポストコロナに
ついてもずいぶんいろいろディスカッションをしてい
ます。その中では当然、ネット取引――これはインター
ネットバンキング等の登録率及び利用率が ％、
％上がっております。
皆様方の金融機関内部でもテレワークということを

いろいろと進めていらっしゃいます。大手金融機関さ
んの場合――銀行に限りません。むしろ証券とか保
険会社のほうが進んでいるかもしれませんが、テレ
ワークが進んでいます。残念ながら、信用金庫さん
が少し後れを取っているようで、その点、信用組合は、
全国 ～ の会員信組が、理事長さんを含めて、
全国信用協同組合連合会等との会議を頻繁に行って
おります。ただ、残念ながら、信用組合の内部はま
だまだそれほど進んでいない。ましてや、取引先で
ある中小企業との関係も、テレワーク化と言いましょ
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方々が、自分はいつ頃相続しようか、事業継承しよう
か、ないしは廃業しようかと考えていたところに、こ
のコロナというのがいいきっかけになってきてしまっ
ているという、これも産業構造を大分変えてきますの
で、御注意が要るということだろうと思います。
あと、働く側からすると、労働人口が、製造業はど

んどん DX化すると同時に、1次産業、及び医療と
か介護、運輸業へのシフトが相当進んできています。
これは男性だけでなくて女性もということで、このあ
たりもお客の収入源の変化ということに対して皆様方
金融機関はどうするのか。これは当然チャネルに大き
な影響も出てきます。
もう一つ、私が非常に気にしているのが 20～ 30

代の若手の方々ですけれども、この方々の生活意識、
価値観というものが大分変わってきているように感じ
ております。例で申し上げると、政党支持率でして保
守系の支持率が極めて高い。私どものような団塊の
世代という高齢者ではなくて、若年層において保守的
な支持基盤が増えてきている。これは保守的な政治
思想が支持されているかというと、必ずしもそうでは
なくて、若年層はもう政府とか社会全体に助けてほし
いという意識はなくて、自分自身、友人家族及び地域
と、いろんな新しい自分の夢を実現していこう、自分
でやる、関係も変えていくという、非常に自発的、自
主的な動きになってきておりまして、コミュニティとい
う概念が大分変わってきつつあるようです。
この方々からすると、いろいろと制度を変えようと
か、政治的な紛争をしているといった動きに対して、
自分たちが現状の条件の中でここをブレークスルーし
ようと思って頑張っているのに、条件を変えるんじゃ
ない、余計なノイズを上げないでくれという意識が強
いといういろんな調査で出てきておりまして、こういっ
た層に対して、金融機関の従来の世代別のセグメン
テーションというのが本当に正しいだろうか。セグメ
ンテーションの仕方が相当変わってくると思います。
こういったお話を、SNSを含めたデジタルチャネル

で集めてお客との間でやりとりする場合でも、いろん
な意味で価値観がベースになってきますから、顧客コ
ミュニケーショ内容は表面的にならざるを得ない。密
の対面チャネルというものが今まで以上に重要になっ
てくる。これから、金融機関からしますと、この対面チャ
ネルをどう見直すか、付加価値を増すかというのが
非常に大きなポイントになってくるだろうと思います。

1-2）デジタル経済が金融産業構造を変える

では、このデジタル経済化が進んでいくと産業構造
がどうなってくるか。この場では金融業界ということで
見たいと思いますけれども、よく言われる「アンバンド
リング」が当然進みますが、考えておかなければいけ
ないのは、アンバンドリングすると必ずリバンドルし
ますので、ビジネスの元はこの「リバンドリング」が出
てきます。
このリバンドリングする際に、ネットワークでただ組
み合わせるだけでは意味がなくて、そこにどんなサー
ビスを載っけるか。このサービスの載っけ方のときに
UX、UIが重要になってくるのは当たり前ですが、こ
のサービスは概念的、観念的に考えてもほとんど意味
がないので、現場の変化するいろんなニーズに対し
てどうクイックに応えるか。
ここの「ローカル」という言い方は田舎という意味で

はなくて、現場でございます。なんで現場かというと、
要するにお客様の希望、ニーズ、シーズはどんどん
変わっていく。リアルタイムで変わっていくということ
なので、現場でないとこういった新しいサービスは出
てこない。マニュアルとか机上論、理念的なもので
サービスを考えてはだめで、まさにいろんなタイプの
お客とツーウェイで、その場その場でローカル、リア
ルタイムでサービスをつくっていくということが非常に
重要になってきます。
これを、AIを使ってできる云々という話もあるかも

しれませんが、しばらくの間はやはり人的チャネルで
やらざるを得ないだろうなということでございます。
そういうことを考えてリバンドリングする。アンバン

ドリング、リバンドリングを繰り返しながらサービスは
どんどん変化していくといったときに、金融サービス
業はどう変わっていくのか。
行政当局は、今、リスクと機能とで再整理しようと

いう動きをしておりますけれども、いわゆるサービス
タイプということからすると、この「メガプレイヤー」
から「バックオフィス・プロセス・アウトソーサー」―
―これは一種の BPOですね――こんなものに 4つぐ
らいに分かれるだろうと思っています。
「金融ポータル・サービサー」は、おそらくこれはスー
パーアプリといわれる世界で、対顧客とのチャネルを
自分のところで一本化しようという動きでしょうが、そ
れほど、先ほど申し上げたように、顧客層というのは
千差万別に分化しますので、そんな簡単な話ではな
かろうと思います。
「メガプレイヤー」は、従来型の垂直統合の中に
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方々が、自分はいつ頃相続しようか、事業継承しよう
か、ないしは廃業しようかと考えていたところに、こ
のコロナというのがいいきっかけになってきてしまっ
ているという、これも産業構造を大分変えてきますの
で、御注意が要るということだろうと思います。
あと、働く側からすると、労働人口が、製造業はど

んどん 化すると同時に、 次産業、及び医療と
か介護、運輸業へのシフトが相当進んできています。
これは男性だけでなくて女性もということで、このあ
たりもお客の収入源の変化ということに対して皆様方
金融機関はどうするのか。これは当然チャネルに大き
な影響も出てきます。
もう一つ、私が非常に気にしているのが ～
代の若手の方々ですけれども、この方々の生活意識、
価値観というものが大分変わってきているように感じ
ております。例で申し上げると、政党支持率でして保
守系の支持率が極めて高い。私どものような団塊の
世代という高齢者ではなくて、若年層において保守的
な支持基盤が増えてきている。これは保守的な政治
思想が支持されているかというと、必ずしもそうでは
なくて、若年層はもう政府とか社会全体に助けてほし
いという意識はなくて、自分自身、友人家族及び地域
と、いろんな新しい自分の夢を実現していこう、自分
でやる、関係も変えていくという、非常に自発的、自
主的な動きになってきておりまして、コミュニティとい
う概念が大分変わってきつつあるようです。
この方々からすると、いろいろと制度を変えようと
か、政治的な紛争をしているといった動きに対して、
自分たちが現状の条件の中でここをブレークスルーし
ようと思って頑張っているのに、条件を変えるんじゃ
ない、余計なノイズを上げないでくれという意識が強
いといういろんな調査で出てきておりまして、こういっ
た層に対して、金融機関の従来の世代別のセグメン
テーションというのが本当に正しいだろうか。セグメ
ンテーションの仕方が相当変わってくると思います。
こういったお話を、 を含めたデジタルチャネル

で集めてお客との間でやりとりする場合でも、いろん
な意味で価値観がベースになってきますから、顧客コ
ミュニケーショ内容は表面的にならざるを得ない。密
の対面チャネルというものが今まで以上に重要になっ
てくる。これから、金融機関からしますと、この対面チャ
ネルをどう見直すか、付加価値を増すかというのが
非常に大きなポイントになってくるだろうと思います。

）デジタル経済が金融産業構造を変える

では、このデジタル経済化が進んでいくと産業構造
がどうなってくるか。この場では金融業界ということで
見たいと思いますけれども、よく言われる「アンバンド
リング」が当然進みますが、考えておかなければいけ
ないのは、アンバンドリングすると必ずリバンドルし
ますので、ビジネスの元はこの「リバンドリング」が出
てきます。
このリバンドリングする際に、ネットワークでただ組
み合わせるだけでは意味がなくて、そこにどんなサー
ビスを載っけるか。このサービスの載っけ方のときに
、 が重要になってくるのは当たり前ですが、こ

のサービスは概念的、観念的に考えてもほとんど意味
がないので、現場の変化するいろんなニーズに対し
てどうクイックに応えるか。
ここの「ローカル」という言い方は田舎という意味で

はなくて、現場でございます。なんで現場かというと、
要するにお客様の希望、ニーズ、シーズはどんどん
変わっていく。リアルタイムで変わっていくということ
なので、現場でないとこういった新しいサービスは出
てこない。マニュアルとか机上論、理念的なもので
サービスを考えてはだめで、まさにいろんなタイプの
お客とツーウェイで、その場その場でローカル、リア
ルタイムでサービスをつくっていくということが非常に
重要になってきます。
これを、 を使ってできる云々という話もあるかも

しれませんが、しばらくの間はやはり人的チャネルで
やらざるを得ないだろうなということでございます。
そういうことを考えてリバンドリングする。アンバン

ドリング、リバンドリングを繰り返しながらサービスは
どんどん変化していくといったときに、金融サービス
業はどう変わっていくのか。
行政当局は、今、リスクと機能とで再整理しようと

いう動きをしておりますけれども、いわゆるサービス
タイプということからすると、この「メガプレイヤー」
から「バックオフィス・プロセス・アウトソーサー」―
―これは一種の ですね――こんなものに つぐ
らいに分かれるだろうと思っています。
「金融ポータル・サービサー」は、おそらくこれはスー
パーアプリといわれる世界で、対顧客とのチャネルを
自分のところで一本化しようという動きでしょうが、そ
れほど、先ほど申し上げたように、顧客層というのは
千差万別に分化しますので、そんな簡単な話ではな
かろうと思います。
「メガプレイヤー」は、従来型の垂直統合の中に
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DXを組み込んでいくという戦略になると思います。
自分で金融商品を開発し、サービスを開発し、提供
する。場合によっては卸売りするかもしれませんけれ
ども、これは日本でいうと 3メガ＋野村證券等とか、
または日本生命、第一生命等が行うような話になって
くるのだと思います。
そこで次に出てくるのが「顧客接点プレイヤー」。こ

れは、いわゆるスーパーマーケットまたはドラッグス
トアみたいなものです。ふだんお客さんと接触し、い
わゆるデジタルチャネル及びリアルチャネルの両方を
使って顧客と接点を持ちながら、顧客がなかなかデ
ジタルに寄せてくれないようなニーズとか、いろんな
願望等を吸収し、それに対してどうやって応えていく
か。最終的にはサービスビジネスで一番強みとなると
ころですけれども、このあたりはメガには少々無理な
難点があるところでございまして、地銀、信金、信組
さんといった地域金融機関が従来から強みとしている
ところで、ここをどう押さえるか。ここを押さえきると、
逆に、個々のお客が必要とする商品――金融商品な
りサービスなりをご自分が仕入れてお客に提供してあ
げるということができますので、無理して自分で新商
品等を開発しなくても済む。こうなってくると、いわ
ゆるオープン APIとかプラットフォームが重要になっ
てくるわけですが、地域金融機関からすると、顧客接
点プレイヤーというポジションをどうやって取ってくる
かということだろうと思います。
一つご注意いただきたいのは、一番最後の「バック

オフィス」の BPOサービスですけれども、これはまだ
日本ではあまり普及していません。証券業界では、野
村証券系、大和証券系で、それぞれが中小証券会社
に対するバックオフィスのサービスを提供しています。
共同のオンラインだけでなくて、あらゆるバックオフィ
ス・オペレーションを受託していますけれども、国外、
特に米国では銀行のバックオフィス BPOも非常に普
及しておりまして、だいたい 6,000ある中小金融機関
のほとんどは自前のシステムは持っておりません。フ
ロントはどこかのパッケージを使う、バックはこういっ
た BPOを使う。この BPOベンダーは、もともとが金
融機関でバックオフィス業務を数十年やって、なおか
つ自分でシステムを構築できるノウハウがある人たち
でございまして、出身の金融機関は皆ばらばらのよう
ですけれども、だいたい 100人とか 200人という方々
が共同で会社をつくって BPOサービスを創業してま
す。ですから、業務も強い、システムも強い、顧客の
ニーズがあればクイックに対応する。最終的には大手
の IT企業や銀行に売却することが多いのですが。

日本でも、こういったビジネスが、バンキングにお
いても出てくるであろうというイメージを持っておりま
す。バックオフィスの専門家を大切にすべきだと思い
ます。

1-3）金融庁はデジタル化を強力に推進

こういった流れの中で、金融庁は相当前から我が
国の金融業界もDX化に遅れたらとんでもないことに
なると気がついておりまして、遠藤長官の時代――3

年前ですけれども、「7つの基本方針」ということで、
デジタライゼーションをベースとした行政方針を打ち
出しております。
いろんなコメントもございますが、別に既存の金融

機関のためだけじゃなく、地域産業をどんどん認めま
すといったようなことを書いているのが一番下の箱の
中ですけれども、この方針は、その後、今現在の行
政方針でも基本的には変わっておりません。原則、こ
こに書いた通りでございます。大本をつくって示した
のは森長官の時代ですけれども、遠藤さんがいろん
なことを考えながら、やはり最後は家計及び資本市
場をどうするんだということで、この路線が今いろん
な制度変更で具体化しつつあるということです。この
方針は金融庁の方々のお話を伺っていても全く変わっ
ていないので、このへんは十分御認識していただい
たほうがよろしいと思います。

1-4）金融関連法制の見直し

こういうことから、金融庁では関連法制云々の見直
しをしています。これは金融業界の方々にとっては非
常に頭が痛いと思います。昔のように数年に一遍で
なくて、毎年のように新しい制度が出てきます。今現
在、一番力を入れておられるのが、「金融機能とリスク」
という2つの切り口で、従来の銀行だ、証券だ、保
険だといったような業務を別々にするような規制から、
横断的な体系に整備しようとしています。たぶん今年
度中には大きな方針が固まるだろうと思います。
昨年までいろいろ議論して、改正案が国会を通り、
今年から施行されるのが「決済法制」と「金融仲介法
制」です。
決済法制は御存じのように資金決済について大口
決済サービスを認めるとか、いろんな動きが今年か
ら具体化が始まります。
それと、やはり注目すべきは、金融仲介法制、い

わゆる代理店、資産運用支援でございます。これは


